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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

令和04年06月23日(木)

長寿福祉課 担当係 長寿福祉係 管理番号 3333地域保健福祉活動推進事業

健康でいきいきと暮らせるまち

高齢者福祉の推進

令和2年度

民生費 老人福祉費

深谷市社会福祉協議会が行う、地域福祉や在宅保健福祉活動事業。

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

２．事業費（投入コスト）

区分 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事
業
費 地方債 0 0

3,300,000 3,300,000 3,300,000

年度別計画

3,300,000 3,300,000

事務事業評価表
１．基本事項

大項目

小項目

1

深谷市社会福祉協議会が行う地域福祉や在宅保健福祉活動事業に対して、補助金を交付することにより、継続的な高齢
者福祉サービスを提供し、高齢者の自立と生きがいづくりを支援するものである。
補助対象事業として、ふれあいいきいきサロン活動事業、安否確認事業、敬老交通安全杖支給事業、移送サービス事業
がある。

担当課

県支出金 0 0 0 0 0 0

0

0

972,213

1,661,876

老人福祉総務費

事務事業

2

事業概要

2,563,000

737,000

0

決算額

国支出金

中項目 3 地域で支え合って生活できるまちづくり

0 0

1,638,124 1,023,628 1,187,534 881,609

3,300,000

0 0 0 0 0

2,276,372 2,112,466 1,061,642

単位：円

1,308,687

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

6,100,440 6,490,620

2,800,440 3,190,620

0.36 0.41 0.41 0.26 0.35

6,523,010

3,223,010

0.37

3,008,599

6,308,599

2,115,360 2,716,671

4,058,611 4,997,571

令和4年度

2,280,900

前年度決算額（円）

一般会計

目

総
合
計
画

主要プロジェクト 0 (未使用）

深谷市地域福祉基金条例、深谷市地域保健福祉活動振興
事業補助金交付要綱根拠法令

個別計画等

事業区分 ■ □

目的
※何のために

地域保健福祉活動推進事業費補助金

地域における保健福祉活動の振興を図り、高齢者の自立と生きがいづくりを推進する。

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

補助金を交付する。

成果
※何を求めるか

高齢者福祉サービスを充実させ、継続的に提供する。

項

作成日

細事業名

令和3年度

事務事業を
構成する
予算事業

1,943,251 2,280,900 0

3,300,0003,300,000 3,300,000

本事業の
主な業務

執行体制

地域福祉活動推進事業費補助金申請受理・審査・決定

地域福祉活動推進事業費補助金交付

地域福祉活動推進事業費補助金実績報告・精算



0 0

86 87 88 0

実績値

0

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

移送サービス事業登録者数
人

３．評価指標
目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

0

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

補助金交付金額は目標値が設定できないため、０とした。

円

単
位

0 0 0 0

03300 3300

評価者 長寿福祉係長　山村恵美子

区分 評価の観点 評価 評価理由

４．観点別評価

500 500

令和
4年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

令和
2年度

令和
3年度

0

0 0 0

3300

0

4

支給上限数を目標値として設定する。

17805

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できている
か。
・民間委託や他事業との統合・連携が可
能か。

本事業は、深谷市社会福祉協議会が行う４つの取り組みである地域保健福祉
活動事業に対し、補助金を交付するもので、地域に密着した社会福祉協議会
に補助することで、多くの高齢者が参加でき効率的である。社会福祉協議会
と連携し、当該事業を計画的に実施し継続的に高齢者福祉サービスを提供し
ている。

B

A

・補助対象事業数は目標値を達成できた。
・ふれあいいきいきサロンは、新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り、目標値の達成はできなかったが、感染予防策を工夫実施し令和２年度よ
り多く開催できた。交通安全杖支給は、目標値に達することができた。

成果

0

事業

実績値

目標値

実績値

目標値

4

4

成果指標４

成果指標１

成果指標２

成果指標３

評価理由・指標数値の推移
令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、高齢者を集める
サロンの開催が予定数できなかった。地域保健福祉活動を維持・継続できる
よう実施分の補助金は交付することができた。

1275 0

0

2280

4 4 4 4 4

4 4 4

3300

各年度の実施事業数を目標値として設定する。　/　事業数

17895 17985

評価評価の観点区分

1339 12971322

18831 21202

0 0

人

成果指標５

目標値

実績値

区分

補助金交付額

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

補助対象事業数

ふれあい・いきいきサロンの
延べ参加者数

目標値

実績値

安否確認事業利用者数

敬老交通安全杖支給者

0

人

人

利用者数をコントロールできないため、目標値は設定しない。

500 500

500 500 500 500 500

0 0

毎年、参加者数が９０人づつ増加した数を目標とする（まちづくり指標）

19529 4131 5813 0

17535 17625 17715

目標値 500

実績値の算出式

1321

500

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 長寿福祉係長　山村恵美子

登録者数をコントロールできないため、目標値は設定しない。

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A

84 83

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

■ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

□ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

７．改善改革プラン・今後の課題

令和4年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

８．評価指標グラフ

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

本事業は、深谷市社会福祉協議会が行う４つの取り組みである地域保健福祉
活動事業に対し、補助金を交付するものである。当該事業は計画的に実施さ
れ継続的に高齢者福祉サービスを提供することができた。

令和2年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

評価者 長寿福祉課長　笠原正

評価の内容説明

3333事務事業 地域保健福祉活動推進事業 担当課 長寿福祉課 担当係 長寿福祉係 管理番号

区分 成果指標２ 指標名 ふれあい・いきいきサロンの延べ参加者数

令和5年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

区分 成果指標３ 指標名 安否確認事業利用者数

0

10000

20000

30000

平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値

実績値

0

500

1000

1500

平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値

実績値

上記を実施するための具体的な取組内容は？


